◯藤野委員　自民党新福岡を代表して、九州大学箱崎キャンパス跡地のまちづくりについて質問する。九州大学箱崎キャンパス跡地については、平成30年９月に伊都キャンパスへの移転が完了し、現在は更地化が着実に進んでいる。跡地のまちづくりには地元の人たちも大変期待しており、コロナ禍においてもしっかりと取り組まれたいため、改めて尋ねる。九州大学は明治44年、1911年に箱崎の地に根づき、これまでこの地とともに長い歴史を歩んできた。移転が始まる前の平成17年当時、学生、教職員合わせて約１万3,000人が箱崎キャンパスで学び、働いており、箱崎のまちはその恩恵を受けていた。移転完了前の平成30年４月時点で約15万人を超える優秀な人材を輩出しており、本市のみならず、日本中、世界中で活躍している。箱崎の地で生まれ育った私としては、箱崎の地から世界に向けて飛び立っていった人たちの活躍を誇りに思うとともに、かつて学生たちが闊歩していたまちも、大学の移転とともに徐々にその形が変わってきたと感じている。大学のまちであった箱崎は新たな時代を迎え、次の100年に向け新たな歩みを進めていく分岐点に立っている。移転完了直前の平成30年７月、地元の代表者も入った跡地利用協議会において議論を重ねてきた九州大学箱崎キャンパス跡地グランドデザインが策定され、キャンパス跡地がどのようなまちを目指していくのか、その指針が示された。グランドデザインは平成25年に提言を受けた跡地利用将来ビジョン、平成27年に策定した跡地利用計画に基づいて検討されており、地域住民をはじめ多くの人々の思いが詰まっている。その中には、将来構想として箱崎1,000年、大学100年の歴史を大切にしながら、このまちの発展に貢献した先人たちの思いを受け継ぎ、未来の若者たちにつないでいけるような100年後の未来に誇れるまちをつくると記してある。まさに大学のまちとしての誇りを持つ地域住民の切なる願いでもある。グランドデザインの実現に向けてしっかりと進められたい。九州大学箱崎キャンパス跡地のまちづくりにおける令和３年度の予算額と主な取組内容について尋ねる。

△住宅都市局長　都市基盤の整備として８億3,500万円余、先進的なまちづくりFukuoka Smart Eastの取組として8,300万円余、グランドデザインに基づく土地利用事業者公募に伴う調整として1,600万円余、事務費を含めて合計で９億4,800万円余である。

◯藤野委員　都市基盤については整備の段階に入りつつあり、さらにグランドデザインに基づく土地利用事業者公募に向けた調整が進められていくことからも、いよいよ箱崎キャンパス跡地は計画段階から実際にまちづくりを行う次の段階へと移行してきたことが伺える。箱崎キャンパス跡地における都市基盤については、北エリアは本市施行による土地区画整理事業、南エリアはＵＲ都市機構による開発行為において道路や公園等の整備を行うこととしており、北エリアの土地区画整理事業については、令和２年６月に施行区域等の都市計画決定がなされ、その後、事業計画案に関する地元説明会を実施するなど、事業に向けて着々と手続が進められている。南エリアの開発行為については、近隣住民への説明会を実施するなど、開発行為に関する手続が進められている。また、箱崎キャンパス跡地内に新設する東西、南北方向の都市計画道路については、本市の骨格を担う道路ネットワークの機能補完、強化を図るとともに、箱崎キャンパス等による東西地域の分断解消や南側地域との連携などを図るものとして、平成28年９月に都市計画決定されている。現在、ＵＲ都市機構の直接施行制度により都市計画道路の整備が進められているが、北エリア及び南エリアの都市基盤の整備について、今後どのように進めるのか。

△住宅都市局長　北エリアについては、令和３年３月末に土地区画整理事業の事業認可公告を予定しており、令和３年度は土地区画整理審議会を設置し、仮換地の指定を行うとともに、道路の実施設計や補償調査などを行い、４年度から工事に着手する予定としている。南エリアについては、令和３年１月に開発協議が成立し、施行者であるＵＲ都市機構が令和３年度より土地造成等の工事に着手する。都市計画道路も引き続き整備を進めていく。

◯藤野委員　新型コロナウイルス感染症で密を回避する観点からもオープンスペースの重要性が再認識されており、まちづくりにおいては公園をしっかりと確保することが重要ではないかと考えている。都市公園の整備については、令和２年６月に貝塚公園及び箱崎中央公園の都市計画の手続がなされたところである。２つの公園は、跡地内に新しく住む住民だけでなく、周辺の住民や来街者、働く人など様々な人が利用し、交流する空間になると考えるが、南エリアに整備される箱崎中央公園において、どのような整備を目指しているのか。

△住宅都市局長　箱崎中央公園は、跡地南側の身近な公園不足の解消や防災性の向上を図ることを目的に、近隣公園として整備することとしており、現在、周辺まちづくりとの調和やオープンスペースの確保などの観点から整備内容の検討を進めている。

◯藤野委員　公園は跡地内に新たに住む住民だけでなく、周辺地域に住んでいる住民にとっても使いやすい公園にすべきであるため、周辺地域との調和、連携、交流に配慮したすばらしい公園を造ってもらいたい。公園に限らず、まちの中にオープンスペースを豊富に確保し、ゆとりある空間になるよう進められたいと要望しておく。さらに公園のオープンスペースは災害時の避難場所になるため、防災の観点からも公園の役割は重要である。箱崎中央公園においてどのように防災性の向上を図るのか。

△住宅都市局長　箱崎中央公園については、移転後の新たな箱崎中学校及び近代建築物活用ゾーンに近接して配置することとしているが、災害時には避難場所となる公園、避難所となる中学校などを一体的に運用できる環境が整うため、防災性の向上が図られるものと考えている。

◯藤野委員　防災性の向上は安全、安心なまちに重要であり、住民の関心の高い事項であるため、災害の危険から命を守るために緊急的に避難するための避難場所と一時的に生活する場を提供するための避難所との機能分担をしっかり考え、連携できるように進めるよう要望しておく。貝塚公園は公園施設の老朽化が進み、せっかくの広い公園にもかかわらず利用されていない区域が目立つ。また、駐車場が使いにくく、朝９時から夕方５時までと開園時間が設定されているため、閉園時間は周辺地域の避難場所として利用しにくい課題がある。さらには、駅前という恵まれた立地の公園にもかかわらず夜間は閉鎖されているため、駅を出ると暗く、防犯の面でも課題がある。最近整備されている公園では公園内の飲食店などと併せて夜間にイベントを開催している事例もあり、非常に魅力的である。貝塚公園の再整備においては民間活力を活用するなど、にぎわいがある公園としてもらいたいが、検討状況を尋ねる。

△住宅都市局長　グランドデザインにおいて、憩い、にぎわい、交流機能のある駅前空間を創出することとしており、現在、課題の整理や、再整備により導入する機能、民間活力の導入手法などの検討を行っている。なお、再整備に当たっては、貝塚駅へのアクセス性の向上と交通結節機能の強化を図るため、駅前広場と道路を新たに整備することとし、令和２年６月に公園区域の都市計画変更を行っている。

◯藤野委員　現在の貝塚公園の課題を解消しながら、魅力的な駅前空間となるよう検討されたい。貝塚公園は昭和42年に開園しており、当時の交通戦争と言われた社会問題を背景に、子どもたちが遊びながら交通安全知識や交通道徳を学ぶことを目的とした交通公園として整備されている。これまで長きにわたり交通公園として多くの利用者に親しまれてきたが、開園から50年以上たち、飛行機などの展示物やゴーカートなどの老朽化も目立っており、学習施設としての当初の役割は十分に果たしたものと思われる。今後は、交通を取り巻く環境やインフラが変化し、交通手段が多様化した中、老朽化した既存施設の取扱いを含め、時代の変化に合わせた交通公園の在り方も検討していく必要があると考えるが、どのような整備を考えているのか。

△住宅都市局長　交通公園の在り方を含め、新たな時代にふさわしい公園として再整備する必要があると考えており、より多くの市民にとって使いやすい駅前空間ともなるよう、しっかりと取り組んでいきたい。

◯藤野委員　駅前という立地を生かして、にぎわいや交流が図れる施設を入れながら、多くの人にとって使いやすく、どの世代にも親しまれる新たな公園として整備するよう要望する。次に、ＪＲ新駅について尋ねる。ＪＲ新駅は、令和元年10月に共にまちづくりを進めてきた地元４校区の代表で組織する４校区協議会からＪＲ九州と本市に新駅設置の要望書が出されたことを契機として令和２年10月、ついにＪＲ九州から新駅を設置する旨公表された。新駅の設置により地域の利便性が高まり、箱崎キャンパス跡地の利用価値も向上することは間違いなく、大いに期待しているところである。そこで、設置公表後のＪＲ新駅の検討状況について尋ねる。

△住宅都市局長　現在、ＪＲ九州において令和７年の開業を目標として新駅設置に関する技術的な検討が行われており、令和３年度に駅舎の基本設計など、より具体的な検討を行うと聞いている。

◯藤野委員　ＪＲ新駅が設置されることで地下鉄、西鉄、ＪＲの３路線の駅が近接することから、貝塚駅周辺は新たな交通結節拠点になると考えられる。グランドデザインにおいても貝塚駅周辺の交通結節機能の強化を図るとのことだが、貝塚駅周辺の交通結節機能の強化を図るため、どのような都市基盤の整備を行うのか。

△住宅都市局長　貝塚駅の東西にはそれぞれ駅へのアクセス道路と駅前広場を整備するとともに、ＪＲ新駅の東側には自動車の乗降スペースを整備することにより交通結節機能の強化を図っていくこととしている。あわせて、クランク状で歩道が狭く危険な踏切道を廃止し、必要な自由通路を整備することとしている。

◯藤野委員　新たな駅前広場の整備などにより交通結節機能の強化を図るとともに、民間活力を最大限に引き出しながら、貝塚駅周辺がまちの顔にふさわしい空間となるよう、しっかりと取り組むよう要望する。次に、Fukuoka Smart Eastの取組について尋ねる。Fukuoka Smart Eastは様々な社会課題を最先端の技術革新の導入などにより解決し、持続的に発展させる取組であり、地元の100年後の未来に誇れるまちをつくるという思いを込めてグランドデザインに位置づけられた。一昨年度から箱崎では国内有数の大学研究所の自動運転バスの利用者を乗せた運行や、フランスから持ち込まれた自動配送ロボットの走行、国内初となる都市部におけるドローンの目視外飛行など、様々な実証実験が行われている。自動運転バスの実証実験では国道３号バイパスやＪＲ箱崎駅前といった交通量が多い道路を走行させるなど、実施に向けたハードルが高く、関係各所との調整も大変な苦労があったと思うが、試乗した人からは、すばらしい技術で感動したなどの声が上がったようで、地域住民にとっても貴重な機会になったのではないかと思う。また、地域が課題としていることを最先端技術で解決できないかとの視点の実証実験も大切である。近年、定住外国人が増加する中、災害時における外国人とのコミュニケーションは地域でも大きな課題である。昨年度には、災害時を想定し、スマートフォンの自動翻訳ツールを活用して外国人とスムーズなコミュニケーションを取る実証実験が箱崎公民館で行われた。これはまさに地域の課題、住民の声を反映し、課題に向けた取組だと感じた。国内外から最先端技術を持った企業を誘致し、国内他都市と比べても非常に先進的な実証実験を行っていることから、Fukuoka Smart Eastへの期待度は上がっているが、実証実験に参加した人たちはどのように感じているのか。これまで実施した実証実験の実績及び参加者の声を尋ねる。

△住宅都市局長　Fukuoka Smart Eastの実証実験は、平成30年11月からモビリティーやセキュリティーなど様々な分野において計10回実施しており、地域や企業から約1,000人が参加し、参加者へのアンケートでは、おおむね９割から先進的な技術への理解が深まった、先進的な技術の普及に期待したいなどの声があった。

◯藤野委員　百聞は一見にしかず、新しいものを知るときには実際に体験することがとても大切である。日頃より地域の人たちから実証実験のおかげで先進技術の便利さがよく分かった、新しい技術をもっと活用してもらいたいといった声を聞いているが、アンケートの結果からも改めて確認することができた。新たなまちづくりを進めるに当たっては、未来の姿を地域住民と共有することは極めて大切であり、様々な先進技術を活用することで豊かになる暮らしや生活を実体験できる実証実験はこれからも継続的に行っていくべきだと思う。地域も実証実験を望んでいるが、これからも続けていくのか。

△住宅都市局長　先進技術を用いた様々なサービスを導入するに当たっては、地域の理解は大変重要だと考えている。実証実験については、新型コロナウイルス感染症の状況も踏まえ、実施時期や内容、感染症対策などを九州大学やＵＲ都市機構等と協議しながら、今後も継続していきたい。

◯藤野委員　何よりも大切なことは、実証実験で終わることなく、豊かな暮らしのために先進的な技術を社会に実装させることである。近年、例えばラストワンマイルを埋める新しいサービスの一例として、駅から最終目的地までの移動において、路線バスよりも機動性が高く、利用者の細かなニーズに対応することができる小型モビリティーや、少人数が乗り合う自動運転バスについて、全国各地で実証実験が行われたり、社会に実装されたりする動きがある。これまでになかった様々な新しい技術を用いることで、より豊かで便利な生活が実現できるようになってきた。箱崎キャンパス跡地等のまちづくりにおいても、移動に限らず、様々な暮らしの場面でこれらの新しい技術が効果的に用いられることを期待する。次に、土地利用事業者の公募について尋ねる。土地利用事業者の公募はグランドデザインの実現を目指すものになると思うが、そのためには民間活力を引き出し、跡地のできるだけ広い範囲を一体的に捉えて考えていくことが大切であり、地元の人も跡地全体の一体的なまちづくりを期待している。当局からは、土地利用事業者公募の範囲として、エリア全体の魅力向上につながるよう南北エリアにまたがる広い範囲とする方向性が打ち出され、地元の人にも大変喜ばれている。このような中、九州大学から、新型コロナウイルス感染症拡大による企業活動への影響等を踏まえ、今年度予定していた土地利用事業者公募開始を半年間程度延期すると１月に発表があった。箱崎キャンパス跡地のまちづくりは民間活力を十分に引き出すことが重要であり、ともにまちづくりを進めていくことになる民間事業者の動向もしっかり把握しながら進めていくべきと考えている。先月末まで緊急事態宣言が発出されるなど、この間もなかなか事業者の企業活動は厳しいものがあったと思うが、土地利用事業者公募の開始に向けた見通しについて、現時点での状況を尋ねる。

△住宅都市局長　九州大学等からは、同感染症の状況等を見極めた上で今後判断していくと聞いている。

◯藤野委員　緊急事態宣言は解除されたが、土地利用事業者公募については引き続き同感染症の状況を注視し、民間事業者の声も聞きながら、タイミングを逃すことなく適切な時期に実施されたい。平成30年に策定されたグランドデザインの実現に向けてこれまで検討を進めており、土地利用事業者公募に向けては最後の詰めを行う大切な段階である。箱崎キャンパス跡地は、鉄道駅だけでなく、周辺にはバス路線も充実しており、公共交通の利便性が非常に優れた立地であるため、多くの人々を呼び込めるポテンシャルを持っている。跡地のまちづくりにおいては、街区の中の歩行者骨格動線となる歩みの軸や公園、街角広場といった豊富なオープンスペースなどの整備が予定されており、これらを生かして、多くの訪れた人々にとって、歩いて楽しく、憩い、にぎわいをもたらす空間づくりを進められたい。また、新しくできるまち全体の一体感の創出や魅力の向上を図ることはもちろんだが、既存の自治協議会等と連携、調和し、周辺地域と一体的に発展していくことも重要である。そのためのまちづくりマネジメントの検討もしっかり行うよう要望する。そして、半年程度の延期は、新たな時代にふさわしいまちに向けてさらなる高みを目指すための検討期間としてぜひとも有効に使ってもらいたい。グランドデザイン策定以降、用途地域や都市公園等の都市計画決定がなされるとともに、地元から強い要望があったＪＲ新駅については、設置が実現することとなった。また、都市基盤整備については本格的な整備に向けた準備が着々と進められており、まちづくりの素地は整ってきたと思っている。Fukuoka Smart Eastについても、住民の先進的な技術に対する理解も進んでおり、さらに、より多くの住民への理解に向けて引き続き実証実験の支援を継続していくとのことで、新たなまちづくりに向けて住民の期待も高まってきているのではと感じている。今後の箱崎キャンパス跡地のまちづくりに向けて、市長の決意を尋ね、質問を終わる。

△市長　九州大学箱崎キャンパス跡地のまちづくりについては、周辺４校区をはじめとする地域の人たちとともにつくり上げたグランドデザインの実現に向けて、九州大学が100年存在したこの地のブランドと、広大な敷地や交通といった強みを生かしてイノベーションを生み出す新たな拠点を創出するとともに、高質で快適なライフスタイルや、都市空間づくりに向けた取組を進めているところである。地元の人たちの期待も高いことから、新型コロナウイルス感染症を契機に生じた様々な変化や課題も踏まえて、ゆとりある空間整備など多様な取組の誘導を行うとともに、先進的なまちづくり、Fukuoka Smart Eastの実現に向けて、未来に誇れるまちづくりにしっかりと取り組んでいく。
